様式第１号（第７条関係）
令和　　年度　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金　事業計画承認申請書
年　　月　　日
長野県知事　様
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
令和　年度において標記事業を実施したいので、交付要綱第７条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
記
	申請するコース
	

	事業概要
	

	事 業 費
	　　　　　　　　　　　　円

	補助金申請予定額
	　　　　　　　　　　　　円

	事業予定期間
	着手予定日
	 令和　　年　　月　　日

	
	完了予定日
	 令和　　年　　月　　日

	添付書類
	・（様式第１の１号）事業計画書

・交付要綱別表３に掲げる関係書類


	担当部署
	

	電話番号
	

	電子メール
	

	担当者氏名
	


様式第２号（第８条関係）
　年　月　日
　長　野　県　知　事　様
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
　　令和　年度　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金交付申請書

　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により、補助金の交付について、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記
１　補助事業を実施する建物・施設の名称
２　補助事業を実施する建物・施設の所在地
３　申請コース及び補助金交付申請額
　　　　コース　　　　金　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　（補助対象経費　　　　　　　　　円）
４　補助事業の目的及び内容
    実施計画書のとおり
５　添付書類
(1) 　実施計画書（様式第２の１号）
(2)　エネルギーコスト削減等計画書（様式第３号）（基本コースの申請者に限る）
(3)　その他知事が必要と認める書類（様式第２の１号実施計画書の添付書類一覧のとおり）
６　本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名
連絡先
エネルギーコスト削減等計画書
令和　　　年　　　月　　　日
長野県知事　様

住所：
氏名：
（法人にあっては、名称及び代表者氏名）
令和　年度　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金の申請にあたり、下記のとおり、エネルギーコスト削減等の計画を提出します。
記
１　補助対象経費及び交付申請額
　　補助対象経費　　　　　　金額　　　　　　　　　　　円
　　交付申請額　　　　　　　金額　　　　　　　　　　　円
２　対象設備の更新・新設によるエネルギーコスト削減計画
	エネルギー源の種類
	導入前
	導入後（計画）

	
	年　　月　　～　　年　　月(導入日の前月)
	年　　月(導入月)　　～　　年　　月

	
	年間使用量
	金　　額
	年間使用量
	金　　額

	電　　気
	kWh
	円
	kWh
	円

	液化石油ガス（LPG）
【㎥又はkℓのどちらかの単位で記入】
	㎥
	円
	㎥
	円

	
	kℓ
	
	kℓ
	

	液化天然ガス（LNG）
【㎥又はkℓのどちらかの単位で記入】
	㎥
	円
	㎥
	円

	
	kℓ
	
	kℓ
	

	都市ガス（13A）
	Ｎ㎥
	円
	Ｎ㎥
	円

	灯　　油
	ℓ
	円
	ℓ
	円

	A重油
	ℓ
	円
	ℓ
	円

	その他
	―
	円
	―
	円

	小　　　計
	―
	円
	―
	円


（当該補助金で発電設備を導入した場合）
	導入設備で発生した
再生可能エネルギーの活用状況
	導入前
	導入後（計画）

	
	
	年　　月　　～　　年　　月

	
	
	年間電力量
	金　　額

	自家消費
	―
	kWh
	―

	電力小売事業者等への売電
	
	kWh
	円


	エネルギーコストの合計
	導入前
	導入後（計画：①－②）

	
	円
	　　　　円


エネルギーコスト削減等実績報告書
令和　　　年　　　月　　　日
長野県知事　様

住所：
氏名：
（法人にあっては、名称及び代表者氏名）
令和　年度　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金について、下記のとおり、エネルギーコスト削減等の実績を報告します。
記
１　補助対象経費及び額の確定額
　　補助対象経費　　　　　　金額　　　　　　　　　　　円
　　額の確定額　　　　　　　金額　　　　　　　　　　　円
２　対象設備の更新・新設によるエネルギーコスト削減実績
	エネルギー源の種類
	導入前
	導入後（実績）

	
	年　　月　　～　　年　　月(導入日の前月)
	年　　月(導入月)　　～　　年　　月

	
	年間使用量
	金　　額
	年間使用量
	金　　額

	電　　気
	kWh
	円
	kWh
	円

	液化石油ガス（LPG）
【㎥又はkℓのどちらかの単位で記入】
	㎥
	円
	㎥
	円

	
	kℓ
	
	kℓ
	

	液化天然ガス（LNG）
【㎥又はkℓのどちらかの単位で記入】
	㎥
	円
	㎥
	円

	
	kℓ
	
	kℓ
	

	都市ガス（13A）
	Ｎ㎥
	円
	Ｎ㎥
	円

	灯　　油
	ℓ
	円
	ℓ
	円

	A重油
	ℓ
	円
	ℓ
	円

	その他
	―
	円
	―
	円

	小　　　計
	―
	円
	―
	円


（当該補助金で発電設備を導入した場合）
	導入設備で発生した
再生可能エネルギーの活用状況
	導入前
	導入後（実績）

	
	
	年　　月　　～　　年　　月

	
	
	年間電力量
	金　　額

	自家消費
	―
	kWh
	―

	電力小売事業者等への売電
	
	kWh
	円


	エネルギーコストの合計
	導入前
	導入後（実績：①－②）

	
	円
	　　　　円



様式第５号（第12条関係）
　年　月　日
　長　野　県　知　事　様
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
令和　年度　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金　事業変更承認申請書
令和　年　月　日付け長野県指令　　第　　号で補助金の交付決定のあった補助事業の計画を、下記のとおり変更したいので承認してください。
記
１　変更の理由
２　変更の内容等
(1) 事業内容の変更の場合
	変更の内容
	補助事業に及ぼす影響

	
	


· 変更の内容及び理由は詳細に記載し、変更理由が確認できる書類を添付すること
(2) 補助対象経費の変更及びそれに伴う補助交付申請額の変更の場合
（単位：円）
	
	申請コース
	総事業費
	補助対象経費
	補助金所要額

	変更前
	
	
	
	

	変更後
	
	
	
	


【添付書類】
　・変更後の実施計画書
・変更後の補助対象経費の内訳が確認できる書類
３　本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名
連絡先
様式第６号（第12条関係）
　年　月　日
　長　野　県　知　事　様
申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）　　　　　
令和　年度　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金　事業中止（廃止）承認申請書
令和　年　月　日付け長野県指令　　第　　号で補助金の交付決定のあった補助事業を下記のとおり中止（廃止）したいので承認してください。
記
１　事業中止（廃止）予定年月日
　　　年　　月　　日
２　事業の中止（廃止）の理由
３　（中止の場合）事業を再開する時期
４　本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名
連絡先
※中止（廃止）の理由は詳細に記載し、参考となる資料等がある場合は添付すること。
様式第７号（第13条関係）
　年　月　日
　長　野　県　知　事　様
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
令和　年度　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金　交付申請取下届出書
令和　年　月　日付け長野県指令　　第　　号で補助金の交付決定のあった補助事業について、下記の理由により交付申請を取り下げます。
記
１　交付申請を取り下げる理由
２　本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名
連絡先
様式第８号（第14条関係）
　年　月　日
　長　野　県　知　事　様
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
令和　　年度　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金　交付決定前事業着手届出書
標記補助金に係る補助対象事業について、下記のとおり補助金の交付の決定前に事業に着手したいので、届け出ます。
なお、交付の決定前に着手する事業に関し、（エネルギーコスト削減促進事業）補助金交付要綱に規定する補助事業の要件を備えていないこと、その他の事由により補助金が交付されないこととなっても異議を申し立てないことを誓約します。
記
	事業計画
	事業計画書（様式第１号）のとおり

	事業計画認可
（内示）
	令和　年　月　日付　　　第　　号

	補助金の交付の決定前に事業に着手する理由
	

	着手日
	令和　年　月　日（予定）


様式第９号（第15条関係）
　年　月　日
　長　野　県　知　事　様
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
令和　年度　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金　事業計画遅延等報告書
　令和　年　　月　　日付け長野県指令　　　第　　　　号で交付決定のあった補助事業について、私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金交付要綱第15条の規定により下記のとおり報告します。
記
１　補助事業の概要
２　補助事業の進捗状況
３　遅延又は遂行が困難な理由及び原因
４　今後の措置
５　補助事業の遂行及び完了の予定
６　本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名
連絡先
様式第10号（第16条関係）
　年　月　日
　長　野　県　知　事　様
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
令和　年度　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金　繰越承認申請書
　令和　年　　月　　日付け長野県指令　　　第　　　　号で交付決定のあった補助事業について下記のとおり次年度に繰り越したいので、私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金交付要綱第16条第１項の規定により下記のとおり申請します。
記
	交付決定番号
	長野県指令　　第　　　号

	交付決定額・コース
	　　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　　　　　　　　　コース

	繰越額
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	事業期間
	当　初
	　　　　年　　月　　日 から　　　　年　　月　　日 まで

	
	変更後
	　　　　年　　月　　日 から　　　　年　　月　　日 まで

	繰越の理由
	


　本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名
連絡先
様式第11号（第18条関係）
　年　月　日
　長　野　県　知　事　様
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
令和　年度　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金　事業実績報告書

令和　年　月　日付け長野県指令　　第　　号で交付決定のあった補助事業が完了したので、私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金交付要綱第18条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり実績を報告します。
記
１　補助金交付決定額　　金　　　　　　　　　　円
２　補助金のコース
３　補助事業完了年月日　　　　年　　　月　　　日

４　補助事業の内容　
５　事業費の内訳　
	事業内容
（導入機器の名称等）
	規格等
（能力・大きさ）
	設置数量
	内訳（円）

	
	
	
	補助事業
対象経費
	左記以外
	合　計

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	―
	
	
	
	


６　添付書類　　　　
(1) 　省エネ設備や再エネ設備の更新等を行った建物及び設備の概要が確認できるカラー写真
(2) 　支出が確認できる書類（契約書等の写し、請求書の写し、領収書の写し、銀行等で振込したことが分かる書類）
(3) 長野県地球温暖化対策条例（平成18年長野県条例第19号）第12条第１項に規定する事業活動温暖化対策計画（以下「事業活動温暖化対策計画」という。）の写し（当該年度が属する特定期間（長野県地球温暖化対策条例施行規則（平成18年長野県規則第22号）第４条第１項に規定する特定期間をいう。以下「特定期間」という。）に係るものに限る。）（促進コースの申請者に限る。）

(4)　長野県SDGs推進企業登録制度に登録済みの場合は登録証の写し、又は申請済みであるが登録証がない場合は長野県SDGs推薦企業登録申請書の写し（促進コースの申請者に限る。）

 (5)　その他知事が必要と認める書類（申請要領に定める書類のとおり）
７　本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名
連絡先
様式第12号（第18条関係）
　年　月　日
　長　野　県　知　事　様
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
令和　年度　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金　年度終了実績報告書

令和　年　月　日付け長野県指令　　　第　　号で交付決定のあった私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金に係る令和　年度の実績について、私立学校エネルギーコスト削減促進事業交付要綱第18条第２項の規定により、下記のとおり報告します。
記
	１　交付決定年度
	令和　年度

	２　交付決定日・番号
	令和　年　月　日長野県指令　　　第　　号

	３　交付決定額・コース
	　　　　　　　　円　　　　　　　　　コース

	４　繰越承認
	令和　年　月　日付け　　　第　　号

	５　交付決定年度の翌年度以降の補助事業の遂行に関する計画
	交付申請書及び繰越承認申請書のとおり

	６　事業完了予定日
	令和　年　月　日


本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名

連絡先
様式第13号（第19条関係）
　年　月　日
　
　長　野　県　知　事　様
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
令和　年度　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金　補助金交付請求書

令和　年　月　日付け　　第　　号で額の確定を受けた標記補助金について、下記のとおり補助金の交付を請求します。
記
１　交付請求額　　金　　　　　　　　　　千円
２　補助金の振込先
	金融機関名
	

	支店名
	

	口座種別
	普通　・　当座
	口座番号
	

	【フリガナ】
口座名義
	【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
　


３　本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名
連絡先
（以下、必要ない場合は削除）

４　委任欄
　　この精算払いについて、受領を口座名義人に委任する。
　　　　　　　　　学校法人　　　　理事長　　　　　　　　　印
様式第14号（第21条関係）
取得財産管理台帳（　　年度）兼
取得財産明細書
	財産名
	規　　格
	単位
	数量
	単価(円)
	金額(円)
	取　得年月日
	処分制限期間
	保　管場　所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　この様式は、取得財産等管理台帳と取得財産等明細書を兼ねるものとする。
　２　財産名については、器具と記載すること。
　３　数量については、同一規格であれば一括して記載して差し支えないが、単価が異なる場合には区別して記載すること。
　４　取得年月日については、検収年月日を記載すること。
　５　処分制限期間については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数を記載すること。
様式第15号（第22条関係）
　年　月　日
　　長　野　県　知　事　様
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては名称及びその代表者の氏名）
令和　年度　私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金　財産処分承認申請書

　令和　年度私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金により取得した財産を下記により処分したいので、私立学校エネルギーコスト削減促進事業補助金交付要綱第22条第１項の規定により、下記のとおり申請します。　
記
１　補助金の交付決定年月日及び番号
    年　　月　　日付け　長野県指令　　第　　　号
２　処分する財産名等
３　取得単価及び時価
４　取得年月日
５　処分の内容（有償・無償の別も記載のこと。）及び処分予定日
６　処分の理由
７　処分予定価格
８　本件責任者及び担当者
責任者氏名
担当者氏名
連絡先
備考　添付書類は別に指示する。
様式第３号（第８条関係）





①





②





（担当者連絡先）


担当者所属・役職・氏名�
�
�
電話番号�
�
ＦＡＸ番号�
�
�
Ｅメールアドレス�
�
�






様式第４号（第10条関係）





①





②





（担当者連絡先）


担当者所属・役職・氏名�
�
�
電話番号�
�
ＦＡＸ番号�
�
�
Ｅメールアドレス�
�
�









